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１．はじめに
大企業に比べ、ヒト、モノ、カネ、情報という経営
資源が乏しい中小企業は、自社の資源を有効に利用す
るために、他社との連携により経営資源の補完、ある
いは新たな価値を創造するための自主的な活動を実施
してきた。中小企業政策についても中小企業間の連携
を促進するために中小企業間の連携施策が講じられて
きた。連携については、当初、異業種交流の促進を目
指し「異分野中小企業者の知識の融合による新分野の
開拓の促進に関する臨時措置法（融合化法）」によっ
て異業種交流の「交流」、「開発」、「事業化」、「市場展
開」の各段階で支援が実施されてきたが、目覚しい効
果は現れていないのが現状であった（注1）。なお、平
成17年において「中小企業の創造的事業活動の促進に
関する臨時措置法（中小企業創造法）」、「新事業創出
促進法」、「中小企業経営革新支援法」の既存三法が整
理統合され「中小企業の新たな事業活動の促進に関す
る法律（中小企業新事業活動促進法）」が制定され、
「新連携」という名称のもとで中小企業間の連携が、
従来の連携支援施策とは異なった形態で実施されるこ
とになった。
わが国の代表的地場産業の地域である新潟県燕地域
においても、衰退が懸念されている。産業集積を取り
巻く環境変化として以下のことを検討することが必要
である。産業集積を考える上で、大企業の中国への移
転等のグローバリゼーションの進展というマクロ的要
因のみならず、製品ライフサイクルの短縮化によるサ
プライヤーの開発段階からの参加を要求するデザイ
ン・インの進展によって迅速な開発、発注が要求され
るという企業レベルのミクロ的要因により産地に需要
が流れ込み続けないという現象が見られ、各産地の衰
退が発生している。また、受注の減少、後継者難によ
り産業集積群の柔軟性、需要変化への対応能力も落ち
てきており、集積群が従来のようにうまく機能しない
という危機に直面している。産地内の企業の廃業率が
高くなり、後継者難による技能の継承が危うくなって
いる。燕地域においては、地場産業の衰退に対処すべ
く「新連携」の前段階といえる同業者による「水平連
携」形態の企業間連携、「磨き屋シンジケート」が活
動を行っている。
本稿では、「新連携」を考慮しながら燕の「磨き屋
シンジケート」を事例として産地における中小企業間
の連携の実態解明、及び今後の産地における中小企業
連携のあり方と課題を検討する。
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２．先行研究・先行概念（注2）
2.1.  ソーシャル・キャピタルの概念について
（ウェイン・ベーカー、2000）
企業間連携の分析をする際には、連携自体の分析に
もまして連携構成員の分析が重要である。この分析を
行うための概念がソーシャル・キャピタル（注3）の概
念である。
ウェイン・ベーカー（2000）によると「ソーシャ
ル・キャピタル」とは、個人的なネットワークやビジ
ネスのネットワークから得られる資源を指している。
情報、アイディア、指示方向、ビジネスチャンス、富、
権力や影響力、精神的なサポート、さらには善意、信
頼、協力などがここでいう資源としてあげられる。こ
れらは一個人に属するものである。ソーシャル・キャ
ピタルを活用できるかどうかは、誰を知っているか、
すなわち個人的及びビジネス・ネットワークの大き
さ、質、多様性などによって決定される。ソーシャ
ル・キャピタルに恵まれた組織は、ベンチャービジネ
スの資金調達を可能にするとともに、組織全体での習
得をさらに深め、人から人へ口コミで普及するマーケ
ティングの力を利用しながら、戦略的アライアンスを
創出する能力や激しい乗っ取り攻勢をかわすための資
源を手に入れることができると指摘している。これら
のことからソーシャル・キャピタルとは、グローバル
にビジネスが展開される現在社会における、最も安定
した、なおかつ非常に重要な資源であることがわかる。
本稿では、ソーシャル・キャピタルを「磨き屋シンジ
ケート」のような意図した連携を形成するための前段
階で不可欠なネットワークであると位置づける。
2.2.  プラットフォーム・ビジネスの概念について
（今井賢一、國領二郎、1994）
本稿では、産業集積を地場産業が存在する集積内の
企業が属する基盤であると考え、プラットフォームの
概念（注4）を企業間連携に適用することを検討する。
今井（1994）は、情報技術の進展により、産業組織
の構造が「タテ」から「ヨコ」へ変化し、「ヨコ」構
造の産業組織の「レイヤー：層」の独立性とタテへの
連結の要因としてのオープン・アーキテクチャ （ー注5）
の存在を指摘している。このような産業構造の下にお
いては、従来の「規模の経済」や「範囲の経済」とい
う産業組織論の基本的概念の修正が要求されるとして
おり、大企業よりも中小企業に有利に作用すると指摘
している。今井は、産業プラットフォームのうえに各
産業が位置し、産業プラットフォームは各産業の基盤
となり効率的な経営を実現し、さらには新ビジネス創
造の基盤になるとしている。また、今井自身が指摘し
ているようにプライベート・ビジネスだけではなく非
営利団体や行政府が主体となったり、参加したりする
場合を含めて広い意味での「産業プラットフォーム」
の構築を構想している。
國領（1994）によれば、「プラットフォーム・ビジ
ネスとは、誰もが明確な条件で提供を受けられる商品
やサービスの提供を通じて、第三者間の取引を活性化
させたり、新しいビジネスを起こす基盤を提供する役
割を私的なビジネスとして行っている存在のことをさ
しています」と定義している。國領は「囲い込み経営」
から「オープン型経営」への戦略転換の重要性を指摘
した上で、特にプラットフォーム・ビジネスの「仲介
機能」に焦点をあてている。「取引仲介型プラットフ
ォーム・ビジネスは企業間の取引を（1）取引相手を探
索する（2）信用に関する情報を提供する（3）取引商品
等の経済価値を第三者的に評価する（4）単一の手順や
システムで多くの相手と取引することを可能にする、
などの機能を提供することによって企業間の取引を活
性化し企業が外部の資源を活用する経営を行い易くす
る機能を提供するビジネスのことである」と定義して
いる。
本稿ではプラットフォームの概念を拡張し、重層的
企業間連携のモデルを提案する。
2.3.  弱い紐帯と強い紐帯の効果について
（グラノヴェター、1973 近能善範、2003）
グラノヴェター（1973）は、弱い紐帯の強い効果を
明らかにした。また、弱い紐帯がネットワーク内で各
主体者の橋がけ機能を行うことも明らかにした。また、
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「紐帯の強さ」の定義を、
・つき合っている時間の長さ（time）
・感情的な結びつきの度合い
（the emotional intensity）
・親密さ（相互信頼）の度合い
（the intimacy（mutual confiding））
・相互が提供するサービスの量
（the reciprocal services）
の４つの要素の結合であるとし、４つの要素が複合的
に絡み合ったものであるとしている。
近能（2003）は、弱い紐帯の強い効果と強い紐帯の
強い効果の研究系譜を明らかにしている。現在まで、
弱い紐帯と強い紐帯の効果の相互関係についての研究
はない。本稿では、弱い紐帯と強い紐帯の相互依存効
果という視点に立ち、集積内における企業間連携を分
析する。
３．リサーチ・クエスチョン
本稿におけるリサーチ・クエスチョンは以下であ
る。
問１．地域活性化のための連携は同業者だけの水平
連携ではあまり経済的効果が生まれないのでは
ないか？
問２．同業者だけの水平連携で経済的効果が生まれ
ている場合は、バリューチェーン（受注機能→製
造・加工機能→販売機能）を含んだシステムの確
立が条件になっているのではないか？
問３．販売機能、マーケティング機能を持つ他の連
携主体と連携する必要があるのではないか？
産業プラットフォームの形成と利用の必要があ
るのではないか？
４．分析フレームワーク
特定の地域における企業関連携の形態を分析するに
際し、以下の分析モデルを提示する。本稿で提示した
分析モデルは、特定地域内でのソーシャル・キャピタ
ルを基礎にした弱い紐帯の同業者組合が形成され、そ
の組合の中から特定の意図を持ったメンバーによって
同業者連携が結成される。経営に必要な他の機能を持
った他の同業者連携と協同し、地域内でのプラットフ
ォームを形成するというモデルである。バリューチェ
ーンによって互いに強い紐帯を形成することによって
図1．地域活性化のための連携モデル（森岡案） 
特定の地域 
製造業者連携 
製造同業者組合 
販売業者連携 
販売同業者組合 物流同業者組合 
強い紐帯 
弱い紐帯 
物流同業者連携 
地域内プラットホーム フォ  
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はじめて地域の活性化を図る企業間連携が形成される
というものである。地域内プラットフォームが弱い紐
帯の効果と強い紐帯の効果の相互作用を促進するため
の媒介機能を果たし、地域活性化を促進するモデルで
ある。また、この連携モデルは、構成概念である。
５．仮説の提示
本稿では、図１の「地域活性化のための連携モデル」
から以下の前提仮説、仮説を提示する。
前提仮説１．ソーシャル・キャピタルは弱い紐帯と見
なされる。
前提仮説２．同業者の水平連携は、強い紐帯であると
見なされる。
仮説１．弱い紐帯と強い紐帯が相互作用すれば効果の
あるネットワーク組織が形成される。（ネット
ワーク形成の重層仮説）
上記の仮説を検証するために、燕におけるバフ研磨
の同業者を中心とする強い紐帯の連携である「磨き屋
シンジケート」を事例として以下では分析を行う。
６．事例：「磨き屋シンジケート」
6.1.  磨き屋シンジケートとは
磨き屋シンジケートとは、燕地域の地場産業である、
研磨加工業において、大ロットの受注に対応すること
により、競争力を高め、販路を広げ、地場産業の振興、
地域の経済発展を目的とした「磨き」という要素技術
の共同受注グループである。但し、地場の研磨業者と
競合する恐れのある既存の受注は請け負わないことを
原則としている。また、磨き屋シンジケートは、燕研
磨工業会または日本金属研磨仕上げ技能士会の会員で
あり、会の趣旨に賛同する小規模事業者によって構成
されている。磨き屋シンジケートは、幹事企業、参加
企業、賛助会員から構成されている。バフ研磨は比較
的設備に投資がかからず、次頁の表からもわかるよう
に家内的工業の色彩の強い工場で加工が施されてい
る。
6.2.  磨き屋シンジケート結成時の留意点
磨き屋シンジケートは、法人格を持たない団体であ
るため、契約を誰がするのか、不良品が発生した時の
賠償責任、売り上げ債権のリスクなどについて、募集
した参加者が30回以上にわたりワークショップを開
き、協議を重ね「共同受注マニュアル」を作成し想定
される問題についての対策を講じるとともに、ミッシ
ョンの認識やオペレーションにおける一般化を図っ
た。マニュアル作成時の参加企業は40社、マニュアル
完成時の参加企業は22社であり、参加企業がその後、
順調に増加している。
6.3.  磨き屋シンジケートの組織
磨き屋シンジケートの事務局は、燕商工会議所内に
設置されている。運営委員会にチェアマンがおりシン
ジケートを総括している。幹事企業６社があり、幹事
企業が受注の決定等重要な役割を果たしている。また、
会員企業以外にも地域外の賛助会員がいる。賛助会員
には、日本金属研磨仕上げ技能士会の研究に県外から
参加し、シンジケートの趣旨に賛同し賛助会員になっ
た例もある。
6.4.  磨き屋シンジケートの設立経緯
磨き屋シンジケートの設立経緯は以下である。
H02 燕研磨工業会設立
H12 会員意識調査・燕会議所アクションプラ
ン策定
H13 燕産地地場産業振興アクションプランに
参画
H13.12 「共同受注マニュアル」の作成にあたる
メンバー募集
H14.07 中小企業総合事業団より専門家派遣を受
ける
H14.12 日刊工業新聞１面に「磨き屋シンジケー
ト」が紹介される
H15.01 「磨き屋シンジケート」キックオフ
H15.01 「ベンチャーフェアジャパン2003」出展
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幹事企業 創業年 従業員 主業務内容
参加企業 創業年 従業員 主業務内容
賛助企業 創業年 従業員 主業務内容
古関研磨工業
有限会社 大原研磨工場
田中研磨工業
高橋研磨工業所
有限会社 平特殊研磨工業
小林研業
1961年
1960年
1970年
1965年
1959年
1962年
2人
10人
0人
3人
12人
5人
ステンレス製品のミラー、ヘアライン仕上げ等
ステンレス製品の鏡面仕上げ、サテン仕上げ等
ステンレス製品の鏡面仕上げ、サテン仕上げ等
ドライバー、レンチ等の研磨加工等
アルゴン仕上げ、研磨仕上げ等
アルミ、チタン等の家電外観、照明器具研磨等
有限会社　RK
石田研磨
伊藤研磨工業
有限会社 大塚研磨工業
椛澤研磨
有限会社 小林研磨工業
有限会社 斉藤技研工業
鈴木鍍金
田辺研磨
塚野研磨工場
有限会社 ツバメテック
東洋研磨工業
有限会社 徳吉工業　
有限会社 富研工業　
中嶋金属研磨
長沼研磨
長沼研磨
西村研磨工場
長谷川研磨工場
星野研磨
松田研磨工場
本宮工業所
山崎研磨工場
ワールド研磨ハセガワ
株式会社 曙産業
有限会社 クリエイト
有限会社 栗田工業所
有限会社 三共化研
株式会社 サクライ　
三和産業株式会社
スワオメッキ有限会社
株式会社 日本メタルワークス
株式会社 白新金属
ヒット株式会社
株式会社 ヤマシタワークス
2000年
－
1956年
－
1959年
1959年
1965年
1989年
－
－
－
－
1967年
1973年
－
1959年
2000年
1960年
1971年
1960年
－
1972年
1954年
1996年
1952年
2000年
1965年
1980年
1946年
1918年
1959年
1959年
1947年
2000年
1986年
12人
4人
1人
6人
3人
10人
6人
6人
2人
0人
20人
3人
3人
8人
－
0人
0人
3人
2人
2人
2人
3人
1人
0人
30人
3人
4人
8人
40人
47人
8人
20人
40人
38人
45人
チタン研磨等
利用鋏、医療用器具等のミラー仕上げ等
ステンレス研磨、真鍮研磨
業暦地場で40年以上、ステンレス研磨等
銀器、銅器、ステンレス製品研磨等
各種研磨
各種研磨
金メッキ、銀メッキ等、大型タンクのバフ研磨等
鉄チタン、ステンレス等エンドレス研磨、バフ加工等
複雑な形状の加工等
プレス・スピニング、アルゴン溶接等の加工・販売等
多品種少量、小ロット対応、バフ加工等
バフ加工、バレル研磨等
金属加工、金属洗浄等
ステンレス材の鏡面研磨等
ステンレス製品の鏡面仕上げ、サテン仕上げ等
ステンレス型大型角バット研磨等
ステンレス製品の鏡面仕上げ、小物製品手作業等
複雑な形状の手作業研磨等
建築金具・柱金具のスコッチ仕上げ、医療器具・エレベーター仕上げ等
業暦32年、ポット、ケトル、二重マグの中磨き等
金属加工研磨、平板自動研磨等
ステンレス製品の鏡面仕上げ、サテン仕上げ等
依頼、企画、研磨仕上げ等
プラスチック総合メーカー
ラッピングによる精密研磨
金属表面加工の受託加工
金属洋食器のメッキからネジ等の小物正面処理
金属洋食器、ステンレス器物製造販売
バフ研磨、電解研磨、鏡面研磨、不動態化処理等
食品衛生用の抗菌メッキ、金具の再メッキ等
金属製品加工、ステンレス深絞り、異形絞り等
部品加工から組立までの金属加工
POSシステム、ATMなどの組立試験、マグネシウム製品のバリ取り等
自社開発の「エアロラップ」鏡面仕上げ
表1. 磨き屋シンジケートメンバー一覧
（森岡作成）
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6.5.  問い合わせから納品までの仕組み
磨き屋シンジケートの問い合わせから納品までは以
下のプロセスである。
① 依頼主から燕商工会議所の事務局に仕事の依頼
が来る。原則受注は断らないことにしている。
② 事務局から幹事企業に受注内容をFAXで伝え
る。
③ 受注する幹事企業を決定する（幹事企業＋数社
取り扱う）。受注するかしないかの決定は２日以
内に行う。
④ 幹事企業は協力工場を募り、契約する
⑤ 発注
⑥ 加工検査
⑦ 納品
この間の連絡については、FAX、電話、インター
ネットメールなどを使い連絡の迅速化を図っている。
6.6.  発注形態
磨き屋シンジケートの発注形態は以下の２つの形態
がある。
・通常の受注：幹事会社が決定する。この場合の利
益配分は幹事会社が決定する。
・大ロット、受注の引き受け手がいない場合の受
注：適宜組み合わせを事務局が決定する。この場
合の利益配分は事務局が決定する。
以上のように、受注の引き受け形態によって受注が
決定されている。
Rob Cross, Jeanne Liedtka, and Leigh Weissは、ソ
ーシャルネットワークの種類を３種類に分類してい
る。パターン１はカスタマイズ対応型（Customized
Response）であり、このパターンは問題解決につい
て革新的な解答が必要とされる曖昧な問題に対応する
ネットワーク形態である。パターン２はモジュール対
応型（Modular Response）であり、このパターンは
問題の構成は判明しているがどのような順番で解答を
していけばよいのかが不明のやや複雑な問題に対応す
るパターンである。最後のパターン３のルーチン対応
型（Routine Response）は、定型的な反応をするこ
とでことたりる日ごろからなれ親しんだ問題の解決パ
ターンである。磨き屋シンジケートの発注にこの形態
を適応すると、大ロット、受注の引き受け手がいない
場合の受注対応はパターン１のカスタマイズ対応型に
相当し、通常の受注がパターン２のモジュール対応型
に相当するといえる。なお、パターン３のルーチン対
図2.　磨き屋シンジケート組織図 
全体会議 
事務局（燕商工会議所内） 
運営委員会《チェアマン》 
幹事企業 
燕研磨工業会正副会長 
会員企業　　　　【監事企業】 
賛助会員 
プロモーション 
部会 
（磨き屋シンジケート事務局資料から転載） 
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応型は、磨き屋シンジケートの参加企業にとっては従
来型の下請け的受注形態に対応する形態であるといえ
る。
７．まとめ
磨き屋シンジケートは、受注の確保、及び後継者育
成のために設立された任意団体である。受注の確保が
第一の目的であるが、仕事を配分する互助的色彩が強
い。バフ研磨は、従業員が少なく、通常の受注があれ
ば、自社で受注を受ける余力はない。「人の仕事は取
らない」という姿勢にこの事実が読み取れる。磨き屋
シンジケートの活動は始まったばかりで、受注もあり
効果は上がっている。
受注の形態には２つのパターンがある。通常の受注
の場合は、幹事企業＋協力工場でかなり固定的（利益
配分は幹事企業が調整）であり、受注先が決定しない、
大ロットの場合は事務局が中心となり、組み合わせを
決定する（利益配分は事務局が調整）。しかし、今後
さらに受注を伸ばすには、販売機能などの他の機能を
持つ、グループとの連携が必要となる（注6）。
以上、磨き屋シンジケートの実態を分析した上で、
仮説の検証に入る。磨き屋シンジケートは、燕研磨工
業会がその母体になっている。『試練と革新の歩み－
燕商工会議所五十周年史』によれば燕研磨工業会は、
「一匹狼的な性格が強く同業者との横の繋がりが全く
といっていいほどないことから、会組織により情報交
換による燕製品のレベルアップ・イメージアップを目
指し、意見集約と発言の場を持つことを目的とし」、
平成２年９月に燕の研磨業者27名で設立された。一方、
磨き屋シンジケートは、燕研磨工業会を母体とし、地
域の再生と技能の伝承を意図して作られた組織であ
る。以上から、前提仮説１、前提仮説２は適応できる。
仮説１については、磨き屋シンジケートのように、単
一機能のみの連携では加工上の競争優位を確立できる
が、材料、販売等のバリューチェーンの差別化から独
自のビジネスプロセスを確立することが難しく、この
点が課題となっていることを磨き屋シンジケートのメ
ンバーからの聞き取りによっても明らかになってい
る。
磨き屋シンジケートは、以上で分析したように研磨
という要素技術を中心とする企業間連携である。製品
は販売されて始めて価値を持つという考えに立てば、
要素技術のみの対応では、どちらかというと受け身の
セールス態勢しか取れないことが多いように思われ
る。実際に、磨き屋シンジケートの参加企業は、小規
模な事業者のみで販売に自ら出向くことは、日々の仕
事をこなしていく上で困難である。幹事企業を含め会
員企業は、見本市等にも積極的に参加して、その存在
価値をアピールしている。また、事務局の担当者も、
全国に磨き屋シンジケートの存在をアピールするため
に、マスコミをはじめ機会があるごとに懸命にその存
図3．受注決定の3パターン 
パター ン1：カスタマイズ対応型 
内部 
外部 
パター ン2：モジュー ル対応型 
内部 
外部 
パター ン3：ルーチン対応型 
内部 
外部 
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在をアピールし、セールスしているというのが実態で
ある。勿論、インターネットの普及による受注システ
ムが発注に与えている影響が大きいことはいうまでも
ない。しかし、さらに磨き屋シンジケートを発展させ
るためには、本稿で提示した地域内プラットフォーム
を形成し、製品のバリューチェーン全体にかかわり、
新しい革新的技術を蓄積していくことが求められる。
受注形態の３パターンの分析で明らかになったように
磨き屋シンジケートは、現在の段階で問題対応のため
の受注形態のパターンを確立しているといえる。この
ためには本稿の一貫したテーマである弱い紐帯と強い
紐帯の利点を利用するために、販売、物流という他の
経営の機能を担う他の企業間連携との紐帯を強め、地
域内プラットフォームを形成し、プラットフォームの
機能、特に仲介機能を中心に内部化し、利用する必要
がある。他の機能を持つ企業連携と連携することで、
加工等の単一機能を果たすだけではなく、最終製品を
視野に入れた製品開発、販売の可能性が高まる。
（注１）中小企業の連携施策としては、産学官連携あるいは異
業種交流を促進する施策が実施されてきた。産学官連携あ
るいは異業種交流等を初めとするサポートと新事業創設の
ための総合支援体制を指すものとして地域プラットフォー
ムの概念が提示され、さらに産業クラスター施策へと中小
企業施策は変化している。地域プラットフォーム及びクラ
スター形成についての中小企業施策の位置づけについては、
松島克守/坂田一郎/濱本正明『クラスター形成による地域
新生のデザイン』東大総研（2005）の第６章PP.248-PP.267
を参照。なお、本稿の企業間連携を機能させるための地域
内プラットフォームと中小企業施策の地域プラットフォー
ムの概念は異なるものである。
（注２）産業集積のダイナミズムに関するモデルについては、
拙稿「地域工業集積の活性化についての考察―工業集積モ
デルの分類と提案とネットワーク視点を考慮した産業クラ
スターの検討―」地域活性化ジャーナル第９号　新潟経営
大学地域活性化研究所（2003）、ネットワークの基本的モデ
ルについては、拙稿「ミニクラスター形成の考察―ミニク
ラスター形成のための理論と提言―」地域活性化ジャーナ
ル第11号　新潟経営大学地域活性化研究所（2005）を参照
のこと。
（注３）ソーシャル・キャピタルの理論及び概念整理について
は、宮川公男＋大守隆編『ソーシャル・キャピタル』東洋
経済新報社（2004）の１章「ソーシャル・キャピタル論―
歴史的背景、理論および政策的含意―」PP.3-PP.53参照。
（注４）プラットフォームの概念は、今井・國領（1994）によ
って提示された概念である。情報化が進展するなかで、仲
介機能を果たす産業（例えばクレジットカード会社など）
の存在を説明する概念として提示されたものである。今井
は、プラットフォームとは、コンピュータの場合でいえば、
コンピュータ・システムの基礎となるOS、MPUなどにつ
いて、異なる機種、メーカーの間でも共通に使える技術基
盤（たとえば、UNIXシステムやNTなど）を作ってその上
で活動するのと同様に、産業においても企業の仕事を支援
する「産業活動基盤」のことであるとしている。國領
（2005）は、プラットフォームを広義には「第三者間の相互
作用を活性化させる物理基盤や制度、財・サービス」と定
義し、狭義には「語彙、文法、文脈、規範からなる、第三
者間の協働の基盤となる言語空間」であると定義している。
（注５）今井によるとオープン・アーキテクチャーとは、アー
キテクチャーが誰でも使えるようにアーキテクチャー情報
が公開されている状況を言う。なお、國領（2004）は「自
律したシステムがお互いにどのような方式で情報交換を行
うかについて、ルールが社会的に公開されていることを意
味している。」としている。
（注６）バリューチェーンの機能の重要性については、拙稿の
森岡（2005）PP.41-PP.42を参照。
（謝辞）本稿を作成するに際し、磨き屋シンジケートの方々に
お話をお伺いする機会を得ました。事務局（燕商工会議所）
高野　雅哉氏、磨き屋シンジケートチェアマン古関研磨工
業　古関　鐡男氏、同参加企業　長谷川研磨工場　長谷川
富一郎氏には、お忙しい中、インタビュー調査にご協力頂
きました。ここに記して感謝申し上げます。もちろん、あ
りうべき誤謬はすべて筆者の責めに帰するものです。
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